（別添２）

＜特定活動（告示第９号：インターンシップ）用＞
説　　明　　書
国籍・地域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
学　校　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    （注）複数名いる場合は，国籍・地域及び氏名について，別添リスト形式での提出で差し支えありません。
上記の者を受け入れるに当たって，下記のとおりの事実に相違ありません。
記
１　インターンシップ実施先について以下のとおりであること。
　　 （注）実際にインターンシップを実施する場所（支店・事業所等）について記載してください。
　　名称　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　
２　申請人が在籍する外国の大学との間の契約があること。
該当　□　　　　非該当　□     （注）別途契約書の写しを提出してください。
３　申請人が在籍する外国の大学からの承認書，推薦状があること。
該当　□　　　　非該当　□     （注）別途承認書等を提出してください。
４　インターンシップの実施体制について以下のとおりであること。
（１) インターンシップ責任者
　　　役職　　　　　　　　　　　  　　氏名  　　　　　　　　　　
（２）インターンシップを行う事業所に所属する受入れ機関の常勤の役員又は職員であって，インターンシップ生が従事する業務について１年以上の経験を有するインターンシップ指導員
　　　役職　　　　　　　　　　　  　　氏名  　　　　　　　　　　
（３）受入れ機関又はその役員若しくはその職員が，インターンシップ生，技能実習生その他の外国人の受入れに関して，人権を著しく侵害する行為を行っていないこと。
該当　□　　　　非該当　□
（４）受入れ機関並びにその役員，インターンシップ責任者及びインターンシップ指導員が，過去５年以内に出入国又は労働に関する法令の規定に違反していないこと。
該当　□　　　　非該当　□
（５）受入れ機関において，インターンシップ生との間で，外国の大学との間の契約に反する内容の取決めをしていないこと。
該当　□　　　　非該当　□
（６）国外及び国内における費用について，インターンシップ生に明示し，費用負担者及び負担金額等について合意していること。
該当　□　　　　非該当　□
（７）地方出入国在留管理官署による実地調査等が行われる場合は，これに協力することとしていること。
該当　□　　　　非該当　□
（８）インターンシップ実施状況や評価結果に関する報告書を作成し，当該インターンシップの終了後一定期間（最低３年間）保存することとしていること。
該当　□　　　　非該当　□
（９）夜勤やシフト制を伴うインターンシップに従事する場合は，その必要性及び指導体制について明確であること。
　（注）夜勤やシフト制ではない場合はチェック不要。該当する場合、別途説明書を提出してください。
該当　□　　　　非該当　□　
（10）受入れ機関の下で業務に従事するものであり，派遣先における活動ではないこと。
該当　□　　　　非該当　□
５　インターンシップ生の受入れ人数について（受入れ機関（法人番号）単位）
　　常勤職員数　　人　インターンシップ生　　人　第１号技能実習生　　人
（注１）常勤職員数に技能実習生は含みません。第１号技能実習生及びインターンシップ生は，現在の在籍者及び受入れ予定数の合計を記載してください。
（注２）第１号技能実習生とインターンシップ生の合計が「第１号技能実習生」の受入れ人数枠を超えるときは，別途，技能実習制度の適切な実施を阻害しないことについて，インターンシップ生についての指導体制やカリキュラムを提出してください。
　（注）介護にかかるインターンシップを実施する場合は，次についても記入。
（１）実際にインターンシップを行う事業所ごとに，１名以上の介護福祉士の資格を有する指導員を配置していること。
該当　□　　　　非該当　□
（２）インターンシップ生５名あたり１名の指導員（介護福祉士の資格を有していない方を含む。）を配置していること。
該当　□　　　　非該当　□
（３）インターンシップ生を単独で介護業務に従事させないこと。
該当　□　　　　非該当　□
（４）インターンシップ生がＮ４相当程度の日本語能力を有していること。
該当　□　　　　非該当　□  　
（注）試験による証明や日本語学習時間についての説明を提出してください。
６　仲介事業者を利用する場合について　（仲介事業者を利用する場合のみ。）
（１）仲介事業者において，支援業務等を適切に行う能力・体制が十分に確保されていることを確認していること。
該当　□　　　　非該当　□
（２）仲介事業者が，仲介に係る外国人の人権を著しく侵害する行為を行っていないことを確認していること。
該当　□　　　　非該当　□
（３）仲介事業者又はその役員若しくはその職員が，過去５年以内に出入国又は労働に関する法令の規定に違反していないことを確認していること。
該当　□　　　　非該当　□
（４）仲介事業者が，「大学と本邦の公私の機関との間の契約」に反する取決めをしていないことを確認していること。
該当　□　　　　非該当　□
（５）仲介事業者に支払った費用の全部又は一部がインターンシップ生に転嫁されるなど，インターンシップ生にとって不利益な取扱いが行われていないことを確認していること。
該当　□　　　　非該当　□
７　労働関係法令の適用について
（１）労働関係法令の適用について理解していること。
□　該当　□　非該当
（２）外国人雇用状況届出をハローワークに提出することとしていること。
□　該当　□　非該当
              　

（注１）上記１から７までの項目全てについて該当するものにチェックマークを付し，必要な記入をしてください。
（注２）やむを得ない理由により受入れ機関におけるインターンシップの継続が困難となった場合や，インターンシップの実施体制に変更が生じ，ガイドライン上の規定に該当しなくなった場合等については，最寄りの地方出入国在留管理官署へ御相談ください。
令和　　年　　　月　　日
受入れ機関名　　　　　　　　　　　　　印
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